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はじめに 

 

我が国が直面する課題（新興国の台頭に伴う国際競争力の相対的な低下、急激な高

齢・少子化社会等）を克服していくためには、科学技術に関する知見を新たな需要創

造に繋げるイノベーションが大きな役割を果たさなければならない。 

 このため、これまでも、政府においては、厳しい財政状況にもかかわらず、科学技

術に対する投資を行い、科学技術の振興による新たな成長への取組を行ってきた。し

かしながら、我が国の優れた研究開発成果が実際の社会で十分に活かされず、新たな

新産業や雇用の創出などに結び付いていない状況である。 

これまでのこのような取組に対する反省を踏まえれば、科学技術イノベーション政

策は、基礎研究・人材育成等の取組から、基礎研究の成果を実際のイノベーションに

つなげる技術のシーズにする応用研究・開発研究、さらには、その技術シーズを実際

に社会に普及させて新たな産業の創造や生活様式の変化にまで導く取組を一体的に

進めるための政策として位置付け、国家戦略として推進することが必要である。 
 

政府においては、昨年６月に閣議決定された「新成長戦略」（平成 22 年６月 18 日）

において、「政策推進体制の抜本的体制強化のため、総合科学技術会議を改組し、『科

学・技術・イノベーション戦略本部(仮称)』を創設する」ことを謳っている。第４期

科学技術基本計画においても、「科学技術イノベーション政策を国家戦略として位置

付け、より強力に推進する観点から、総合科学技術会議の総合調整機能を強化し、さ

らに、これを改組して、新たに『科学技術イノベーション戦略本部（仮称）』を創設

し、政策の企画立案と推進機能の大幅な強化を図る」としている。 

この組織の創設に当たっては、研究者の視点だけでなく、企業、さらには社会から

の視点を含めた一体的な取組によって科学技術イノベーション政策を強力に推進す

るため、資源配分だけでなく、規制改革や需要創出等の、研究成果を発展・活用する

ための方策を総合的に推進することが重要であり、そのための戦略の企画立案機能、

各省の取組の調整機能、政策助言機能についても強化することが求められている。 

 あわせて、東日本大震災や東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故を踏まえ

た危機対応を強化するため、緊急時における、様々な対策への科学的知見の活用や国

民への一元的な情報発信という観点からの体制強化も求められている。 
 

 本研究会では、国家戦略としての科学技術イノベーション政策の強力な推進の観点

から、これまでより機能・権限が強化された科学技術イノベーション政策に関する新

しい「司令塔」の設置により、各省の縦割りを是正し、政府、学界、産業界、その他

の社会セクターという活動主体間の密接なコミュニケーションに下で、司令塔が示す

政策の方向性が着実に実現される体制を検討している、また、科学技術イノベーショ

ン顧問（仮称）の設置により、我が国の行政において科学に関する専門的な知見が適

切に活用される在り方についても検討している。 
 

 この検討結果を踏まえ、政府において具体的な取組がなされることを期待する。
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１．検討に当たっての基本認識と基本姿勢 

 

科学技術イノベーション政策を強力に推進するために必要な体制の在り方の検

討の前提として、まず科学技術イノベーション政策に対する基本認識を明確にする

ことが重要である。 

あわせて、本研究会としての検討に対する基本姿勢も明確にしておく。 

 

（１）科学技術イノベーション政策に関する基本認識 

科学技術イノベーション政策を推進する体制の検討に当たっては、対象となる科

学技術イノベーション政策をどのようなものとして認識するかが必要である。 

科学及び科学技術がそれぞれ、 

科学：体系的であり、経験的に実証可能な知識（広辞苑） 

科学技術：科学及び技術（科学を実施に応用して自然の事物を改変・加工し、人

間生活に役立てるわざ（広辞苑）） 

 と定義されるのに対し、科学技術イノベーション政策の対象である科学技術イノベ

ーションは、「科学的な発見や発明等による新たな知識を基にした知的・文化的価

値の創造と、それらの知識を発展させて経済的、社会的・公共的価値の創造に結び

つける革新（第４期科学技術基本計画）」と定義されている。 

 

このように定義される科学技術イノベーション政策は、従来の科学技術政策以上

により広範に国民生活に影響を与えるものであることから、産業政策、教育政策、

外交政策、国家安全保障政策、農業政策、社会保障政策等と並ぶ、国家戦略の骨格

をなすものの一つとして位置付けることが重要である。 

 

また、科学技術イノベーション政策では、その対象が「科学技術」から「科学技

術イノベーション」へ拡張されることになるが、イノベーションに関係する者は社

会の各層にわたることから、科学技術イノベーションに参画する主体（政府、地方

自治体、企業、大学、研究開発を行う独立行政法人（以下、「研究開発法人」とい

う。）、地域社会及びその他多くの社会セクター）が一体となって科学技術イノベー

ション政策を推進することが重要であり、政策の推進に当たっては、以下のような

体制を構築することが重要である。 

○科学技術イノベーションに関係する者との双方向のコミュニケーションに基

づく政策の立案、政策の実施の確保、実施状況の評価とその結果の政策立案へ

の反映を実施する体制 

○他の重要政策（産業、教育、外交等）とも連携し、研究開発の成果により我が

国の経済・社会に新しい価値を創造する体制 

○イノベーションの重要な担い手である産業界その他のセクターが科学技術イ

ノベーション政策の企画立案に参画するとともに、各企業等が個々の施策に参
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加することにより科学技術イノベーション政策推進に一体感を醸成する体制 

○科学技術イノベーション政策に関する情報が、研究者から国民まで、正確かつ

迅速に提供されて共有できる体制 

 

その政策の対象としては、研究開発だけでなく、研究開発成果の社会での利活用

（社会的実装）による価値の創造に向けた様々な環境整備が加わるほか、イノベー

ションの担い手である研究者、研究機関、企業等の個々の研究主体（以下「研究者

等」という。）に関し、研究資金と人材の流れをより柔軟にする等、多様な研究者

等が自由に切磋琢磨できる環境の整備や、大学・研究開発法人・産業界という異な

った環境に所属する個々の研究者等が既存の組織の壁を越えて有機的連携を実現

するための政策を行うことが求められる。 

また科学技術イノベーション政策のうちイノベーションについては、一定期間内

での成果の達成が求められることになり、社会的貢献についても可能な限り明確に

することが求められる。 

   

なお、研究開発法人については、国立大学法人の役割の違い（前者は所管府省か

ら示されたミッションを実施するための研究を行うのに対し、後者は自らの知的探

究心に基づく研究（人類・国家の繁栄を目的とする研究を含む）を実施するほか、

研究を通して学生への教育を実施）を明確に認識し、科学技術イノベーション政策

において必要な「研究開発」を実施する範囲を明確にすることが必要である。 

 

このように科学技術イノベーション政策は、科学技術政策よりも概念が広がって

おり、今まで国民が科学技術から受け取っていた以上の恩恵を受けることを目指す

ものである。また、科学技術イノベーション政策の範囲が科学技術政策よりも拡大

しているため、科学技術イノベーション政策を担当する大臣の事務は科学技術政策

担当大臣の事務よりも増大し、かつ、国家戦略の一つとして位置付けられる。その

ため、科学技術イノベーション政策を担当する大臣の果たす役割は、従来よりも拡

大すると考えられる。 

  

なお、第４期科学技術基本計画では、科学技術イノベーション政策に関し、「自

然科学のみならず、人文社会や社会科学の視点も取り入れ、科学技術政策に加えて、

関連するイノベーション政策も幅広く対象に含めて、その一体的な推進をはかって

いくことが不可欠である」としており、科学技術イノベーション政策においては、

人文・社会科学の知見を積極的に活用することが必要である。但し、人間存在や認

識の深い問題を扱っている人文・社会分野の研究そのものをすべて科学技術イノベ

ーション政策の対象することについては慎重な検討が必要であることに留意すべ

きである。 
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（２）科学技術イノベーション推進体制の検討に当たっての基本姿勢 

  本研究会の検討に当たっての基本姿勢は、以下のとおりである。 

○科学技術イノベーション政策の実現のためには何を、どのように変える必要が

あるのかという具体的な問題意識に根差した検討を行う必要があること 

○厳しい財政状況の下で科学技術イノベーションを推進していくためには、組織

の肥大化を招かないこと 

○行政刷新会議の科学技術・研究開発に関する取組の内容との整合性を確保する

こと 

○科学技術イノベーションに携わる関係者による国民の信頼を得る努力が不可

欠であること 
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２．我が国の新たな科学技術イノベーション政策推進組織が備えるべき機能 

 

科学技術イノベーション政策推進組織には、科学技術イノベーション政策を強力

に推進していくため、以下のような機能を持たせることが重要である。 

  

（１）司令塔機能 

① 企画・立案に必要な調査の実施等により科学技術イノベーション関係施策全

体を俯瞰した上での、科学技術イノベーション戦略構想の一元的な企画・立

案、及び各府省におけるメリハリの利いた施策の実施の推進 

② 科学技術イノベーション戦略構想に基づく科学技術基本計画の作成及び同

計画に示された施策等の関係府省における着実な実施の確保 

③ 研究開発法人、大学、民間企業等のそれぞれの役割を明確に位置付けた上で

有機的に連携させた政策の企画立案 

④ 各界各層の多様な科学技術イノベーション関係者（基礎研究からイノベーシ

ョンまで）の動向・ニーズ、科学技術への社会的期待及び科学技術の社会的

影響を把握した上での政策の企画立案 

⑤ 各府省の行政ミッションとは別に、科学技術イノベーション推進の観点から、

の研究者群（各府省及び研究開発法人の研究者、大学の研究者及び民間企業

の研究者）との双方向の情報交換による研究者間の連携促進・国として府省

横断的な研究開発の提言 

⑥ 学界、産業界等の有識者の専門的知見に基づいた科学的助言1（社会科学の

知見に基づく助言を含む。以下同じ。）を踏まえた政策の企画立案 

 

（２）府省間の調整機能 

① 関係府省が行う研究開発成果の活用策(規制緩和、需要創出策等)、そのため

の教育・人材育成施策、外交政策等を含むイノベーション関連施策との連携 

② 各省横断的な施策の優先付け 

③ 研究開発及び科学技術系人材育成等における各省の連携の実現・重複の排除 

 

（３）科学的助言機能 

① 科学的助言の権威の向上による強化 

② 政策執行における行政庁のトップに対する科学技術的知見・イノベーション

に関する知見に基づく助言及び政策の企画立案・執行に当たっての適切な科

学技術データの活用の確保の実現 
                                                  

1 本研究会では、「科学に関する専門的知見に基づき、科学技術イノベーションに関して行う助言」を「科

学的助言」とする。 

科学技術イノベーションに関する事項は行政の各領域に関係しているため、政策形成又は執行に関して

科学的助言を行うことが必要である。 
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（４）一元的な情報発信機能 

① 科学的知見を踏まえた政府としてのワンボイスの情報発信 

② 科学技術イノベーション政策に関する情報の「司令塔」と研究現場との間で

の情報の双方向による正確な伝達  

 

（５）情報収集・分析機能 

① シンクタンクを活用した独自の立場での分析 

② 施策立案及び評価への効果的反映 
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３．我が国の新たな科学技術イノベーション政策推進組織に向けた改革のポイント 

前項に掲げたような新たな機能を新組織が発揮するためには、以下のような組織

改革が不可欠である。 
 

 ○「司令塔」への改組 

  現在の総合科学技術会議は、内閣府に設置された「重要政策会議」であり、基本

的な科学技術政策に関する調査審議を行うことを主要任務とする会議体である。こ

のため、科学技術関係予算編成プロセスの改革において、科学技術重要施策アクシ

ョンプランの実施等の成果を着実に挙げているものの、調査審議を行い答申・意見

具申を行う組織であるために、各省に調査審議結果を着実に実施することを求める

実行力まではなく、真の司令塔となるためには構造的な課題があった。 

これに対し、前項に掲げたように、新たな科学技術イノベーション政策推進組織

には、政策の調査審議や企画立案にとどまらず、それら政策を各府省において着実

に実施し、また、そのために必要な関係府省間の調整を行うことまで、その機能と

して求められている。 

これを実現するためには、各府省による実施の推進に至るまで責任を有し、科学

技術の振興はもとより、その成果を活用したイノベーションの実現にかかる施策ま

でを総合調整する権限と能力を有する本格的な「司令塔」への改組が必要である。 
 

○科学技術イノベーション顧問（仮称）の新設 

現在の総合科学技術会議は閣僚と有識者で構成員されており、有識者による助言

が期待できる体制にある。しかしながら、前述のとおり総合科学技術会議の任務が

基本的な科学技術政策の企画立案のための調査審議にあることから、有識者が行う

助言も政策立案に直接的に影響する科学的助言とならざるをえない。 

これに対し、前項でみたとおり、複雑・多様化する科学技術イノベーション政策

を総理大臣をはじめ各府省大臣が理解し、適切に執行するためには、客観的・中立

的立場を維持した科学的助言機能が求められており、科学技術イノベーション政策

の執行段階においてこれを可能とする科学技術イノベーション顧問（仮称）の新設

が必要である。 
 

 ○事務局機能の強化 

  新たな「司令塔」や科学技術イノベーション顧問（仮称）がその機能を発揮する

ためには、これら新組織を支えて産学官との連携や情報交換活動を活発に行い、科

学技術情報はもとより多様な科学技術イノベーションにかかる意見やニーズを収

集分析し、これをタイムリーに「司令塔」等に伝えるような事務局機能が不可欠で

ある。 

このため、「司令塔」への改組等に併せ、組織の肥大化は当然回避しつつ、現在

の事務局機能を改革強化することが必要である。 
 

以上が組織改革のポイントであり、以下、それぞれについて検討を行う。 
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４．科学技術イノベーション政策推進の「司令塔」の具体像 

 

１．で述べた基本認識に基づき、科学技術イノベーション政策では、研究開発に

係る施策だけでなく、研究開発の成果の社会での利活用（社会的実装）に関連する

施策はすべて幅広く対象とすべきであり、また、そのための研究者等の活動条件・

環境改善に係る施策もその対象範囲に含めるべきである。 

従って、「司令塔」は、これまでよりも幅広い施策を対象とする必要があり、以

下の検討では、この点を前提としている。 

 

（１）「司令塔」の政府部内における位置づけ 

   ①閣僚と有識者の関係の明確化 

科学技術イノベーション政策も他の政策同様、その決定は政治判断に基づき

行われるが、一方で、科学技術イノベーションに関する政策決定では専門的な

知識が必要な場合が多いため、「司令塔」の構成をどのように考えるかは重要

である。 

   

   ○科学技術イノベーション政策の決定とその執行に責任を有する組織 

    この点については、方針決定の際には政治主導であることを明確にしつつ、

一方で政策決定の場にも、科学技術イノベーション顧問（仮称）等専門的知見

を有する有識者が加わり、その助言を受けることが必要であり、その点を踏ま

えた構成とすべきである。具体的には、政策決定とその執行に責任を有する閣

僚を主たる構成員とし、これに科学技術イノベーション顧問(仮称)や学界、産

業界、その他のセクターの有識者が審議に加わる形とすべきである。 

 

   ○科学技術イノベーションに関する専門的な知見による検討を行う組織 

    他方、多様な意見及び考え方を政策決定に反映するための提言・助言を行う

とともに、その政策決定について専門的知見から検証を行い、政策決定におけ

る科学的知見の活用に問題がある場合には指摘を行う学界、産業界等の有識者

から構成される専門組織として、「科学技術イノベーション諮問会議（仮称）」

を別途、例えば、上述の「主として閣僚から構成される組織」の下に整備すべ

きである。 

    具体的な人選に当たっては、学界、産業界、その他のセクター等の幅広い人

材による構成とするなど、イノベーションも対象にすることを踏まえた対応を

すべきである。 

   

②「司令塔」の規模 

これまでの「科学技術政策」から「科学技術イノベーション政策」へとイノ

ベーション政策が明示的に追加され、単なる研究開発の推進にとどまらず、そ



9 
 

の成果の社会での利活用（社会的実装）を重視した政策展開が求められている。

このため新たな「司令塔」には、そのための戦略を検討できるような体制面の

強化が求められることも踏まえる必要がある。 

このため、「司令塔」の構成員である閣僚については、資源配分や総合調整

に係る閣僚だけでなく、科学技術イノベーションに深く関わる閣僚を構成員と

すべきであるが、すべての閣僚を構成員とするまでの必要はなく、閣僚の範囲

をどこまでにするのか、具体的な「司令塔」の規模の決定に当たっては、「司

令塔」で実質的な議論ができる範囲を考慮して決定する必要がある。 

中核となる閣僚を決定し、議題の必要に応じて関係閣僚に参加を要請するこ

とについても考えるべきである。 

なお、構成員のうち有識者については、政策の立案・実施に対する自らの責

任を自覚し、利害関係にとらわれないことが必要であり、利害関係に関する規

範の制定等そのことを担保すべきである。 

 

③科学技術イノベーション政策担当大臣の役割 

「１．検討に当たっての基本認識と基本姿勢」において指摘したように、科

学技術イノベーション政策は科学技術政策よりも概念として広がっており、科

学技術イノベーション政策を担当する大臣が行う事務とその役割は現在の科学

技術政策担当大臣の場合よりも大きくなる。 

このため、国家戦略としての科学技術イノベーション政策を担当する大臣は、

他の業務との兼任を避け、この業務に専念できるようにすることが望ましく、

科学技術イノベーション政策を担当する大臣を必置とすることも検討すべきで

ある。但し、閣僚数にも限りがあることから、専任が難しい場合でも、少なく

とも、この業務に従事する時間を十分確保できるようにすべきである。 

 

   ④「司令塔」の範囲 

「司令塔」については、前述の「主として閣僚から構成される組織」及び「有

識者から構成される組織」のほか、これらの組織を支える事務局についても「司

令塔」の構成要素と位置付け、この事務局による各府省に対する調整等を実効

性あるものとすることが必要である。 

 

⑤国家戦略全体を担当する組織（国家戦略会議）との関係 

    科学技術イノベーション政策を国家戦略として位置付けた場合、国家戦略会

議と「司令塔」の役割分担については、国家戦略のうち科学技術イノベーショ

ンの知見が必要な事項は「司令塔」で検討し、その結果について国家戦略会議

が尊重することが適切である。 

また、科学技術イノベーション政策を担当する大臣が国家戦略会議の構成員

とすべきである。 
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（２）「司令塔」による科学技術イノベーション施策の実施の推進を徹底する仕組み 

    ①イノベーションの創出のために調整が必要な事務の追加 

      「科学技術政策」から「科学技術イノベーション政策」への概念の広がりに

伴い、「司令塔」においては「科学技術イノベーション」を対象とする必要が

ある。このため、総合科学技術会議が担当していた「科学技術の振興」に加え、

研究開発の成果の実用化によって、我が国に「イノベーション」をもたらすた

めに各省が具体的な施策を行うことを推進する事務を新たに行うこととなる。 

具体的には、研究開発の成果を社会において実用化するための環境整備とし

て、 

・研究開発成果の社会の実用化に向けた規制改革 

・新たな研究開発を誘発するための、研究開発成果に基づく新製品、新サービ

ス等に対する需要の創出 

・技術シーズを持っている研究開発ベンチャーへの資金供給環境の改善 

・国際的な人材の移動や投資ルールの整備 

・研究開発を担当する府省と、実用化において重要な役割を担う規制を担当す

る府省間の研究開発段階からの一体的連携 

・研究開発を担当する府省と、相手国における研究開発活動の促進や相手国企

業・研究機関の我が国における研究開発活動の促進等に係る国際交渉を担当

する府省間の、研究開発段階からの一体的連携 

の促進を可能にするような事務を新たに行うことが「司令塔」には求められる。 

   

②各府省における着実な実施を確保するための仕組 

「司令塔」は、科学技術イノベーション政策推進の観点から、各府省及び各

府省所管の研究機関（研究開発法人及び国家行政組織法第８条の２に規定する

国立試験研究機関をいう。以下同じ。）に対し、必要な施策の実施を提言する

ことを可能とすべきであり、その仕組を検討すべきである。 

具体的には、「司令塔」が定める総合戦略やその戦略に基づく計画に基づき、

各省及びその所管する研究機関が施策を着実に実施することが期待されてい

るが、特に必要がある場合、施策の重点化の観点から施策の優先的な実施を求

めたり、施策の実施の優先順位を下げることを求めるため、「司令塔」が各省

に対して意見を表明する措置（勧告、提言等）を講じることを可能とすること

について検討すべきである。この場合には、意見を表明された各省がこれに対

する対応を「司令塔」に説明する仕組も検討すべきである。 

この意思表明においては、「司令塔」は関係府省間を連携させる仲介の役割

も担うべきである。この連携を仲介するための人材の育成・確保も重要であり、

後述の事務局の在り方の中で検討する。 

なお、「司令塔」の方針に従って、各府省が具体的な施策を実施することと

し、「司令塔」自らは具体的な施策（研究開発プロジェクトの実施等）は実施
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しないこととすべきである。 

また、「司令塔」はイノベーション関連施策（規制緩和、需要創出、教育、

外交等）に関し、イノベーション創出の立場から提案をして、関係府省との間

で望ましい施策を構築するため、具体的な仕組を検討すべきである。 

 

③ＰＤＣＡサイクルの確立 

科学技術イノベーション政策におけるＰＤＣＡサイクルを確立する観点か

らは、「司令塔」は現行の大型研究開発の評価に加え、達成時期を明確にした

検証可能な成果目標の設定等により各府省における科学技術イノベーション

政策を検証し、その検証結果に基づき、科学技術イノベーション関係施策の重

点化を行うようにすべきである。 

なお、「司令塔」の評価・検証に当たっては、個別の研究開発プロジェクト

の評価等各府省において行われる評価との重複を避け、研究開発の成果等、科

学技術イノベーション政策の結果が社会でどのように活用されているか、及び

既存技術が社会においてどのように評価され活用されているかという観点が

重要である。 

ＰＤＣＡサイクルを徹底する観点からは、「司令塔」の示した方針に対して、

各府省がどのように対応したかを「司令塔」に説明することが必要であり、こ

のことを担保する仕組を検討すべきである。 

「司令塔」においては、科学技術イノベーションに関する戦略を立案する役

割を持つ部門と、戦略作成前の社会的期待や科学技術の社会に対する影響に関

するアセスメントや戦略に基づく施策の評価・検証により戦略立案の支援を行

う役割を持つ部門の２つを持つことが重要である。 

また、「司令塔」は、各府省における施策の実施状況について評価するだけ

でなく、「司令塔」の企画立案した戦略そのものについても評価することが重

要である。この点については、前述した「科学技術イノベーション諮問会議（仮

称）」が、その役割を担うことが期待されるが、「司令塔」とは独立した組織に

よる外部評価も検討すべきである。また、「司令塔」の企画立案した戦略の評

価に当たっては、科学技術イノベーション政策に関係する多様なセクターの意

見を広く聞くことが重要である。 

なお、評価においては、被評価者のモチベーションが向上するような評価、

具体的には、被評価者が、評価による施策の改善を実感したり、政策の企画立

案過程の透明性を向上させることで評価結果が政策の企画立案に反映されて

いることが可視できるようにするなどにより、非評価者が評価を受けることに

積極的な意義が見出されるようにすべきである。 

 

④イノベーション関連部局等との役割の見直し 

いわゆる「イノベーション関連部局」との関係については、「司令塔」は科
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学技術イノベーションの主要分野（宇宙、海洋、情報通信、知的財産等）の戦

略立案に関与することが重要である。 

このため、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ戦略本部）と

知的財産戦略本部については、「司令塔」との統合を検討すべきである。具体

的には、高度情報通信ネットワーク社会形成基本法及び知的財産基本法の趣旨

も踏まえ検討を進めるべきである。 

また、「司令塔」は、宇宙開発戦略本部及び総合海洋政策本部に対しても、

科学技術イノベーションに関連する部分については、「司令塔」の方針を反映

できるようにすべきである。 

科学技術に関する調整事務等の府省横断的事務については、文部科学省の科

学技術基本計画策定事務及び科学技術に関する関係行政機関の経費の見積り

の方針の調整等の調整事務を「司令塔」に移管し、府省横断的事務は「司令塔」

に一元化することを検討すべきである。 

 

⑤研究開発法人との関係 

研究開発法人を含む独立行政法人の制度改革が検討されている内容との整

合性を確保しつつ、府省を越えた連携を推進するためにも、「司令塔」が研究

開発法人に対し、研究開発の成果を最大化できるように、一定の関与ができる

形にする必要がある。 

具体的には、 

○「司令塔」が、随時、科学技術イノベーションの取組が社会につながるよう

に、研究開発法人の活動について主務大臣へ勧告することができる 

○研究開発の特性に鑑みた法人評価の基本方針を「司令塔」によって策定する 

○主務大臣が作成する中期目標案／終了時報告書案（サンセット条項）につい

て、「司令塔」によるチェックシステムを導入する 

○「司令塔」がＰＤＣＡサイクル（成果目標の設定及び評価）を担い、研究開

発法人を主導するため、現在総合科学技術会議が取り組んでいる「科学技術

重要施策アクションプラン」や「重点施策パッケージ」のような取組を研究

開発法人に対しても拡充、推進する 

ことが必要である。 

 

⑥大学との関係 

国公私立大学の研究成果が社会で十分に活かされるようにすることは重要

である。一方、大学では学生の教育が研究を通して行われており、大学の研

究は基本的に政策の短期的な変転から自由でなければならない。また、「大学

の自治」のもとで研究者の自主性が尊重され、自由な発想に基づく研究が行

われる中で、偉大な発見が生まれてきている。このような大学の研究の特性

への配慮は、既に科学技術基本法にも謳われている。「司令塔」と大学の関わ
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りは、大学の研究内容そのものにまで踏み込むのではなく、大学が自発的に

科学技術イノベーション政策に貢献するように、イノベーションにつながる

ような国の目的に沿った研究開発及び人材育成への大学の取組へ及び社会に

おける研究成果の利活用（社会的実装）のための取組とすべきである。 

国立大学法人については、文部科学大臣が定める中期目標に沿って国立大

学法人が中期計画を作成することとされており、「司令塔」は、国立大学法人

全体の研究活動の状況を踏まえ、文部科学大臣に対する長期的な科学技術イ

ノベーション政策に関する提言等の取組を推進すべきである。 

特にイノベーションに関する取組については、その取組を社会につなげる

ため文部科学大臣に検討を要請することも可能とすべきである。 

 

⑦現場の科学技術イノベーション関係者と「司令塔」との関係強化 

「司令塔」が科学技術イノベーション政策を調査審議するに当たっては、政

策を実施する現場のニーズを予め把握するとともに、政策の方向性を現場にフ

ィードバックすることが必要である。 

このためには、「司令塔」の中に、若手研究者、中小企業の関係者等も含め

た各界各層の多様な科学技術イノベーション政策に関係する者との科学技術

イノベーション政策の状況に関するコミュニケーションを透明かつ開放的に

行うことが可能な仕組が必要である。 

この仕組の一つとして、第４期科学技術基本計画に掲げられた「科学技術イ

ノベーション戦略協議会」の活用が考えられる。同協議会は、「司令塔」の調

整の下に産業界、ＮＰＯ法人、大学、公的研究機関等の幅広い研究者等の参加

を得て、科学技術イノベーション政策上の重要課題に関する戦略の検討から推

進までを担うプラットフォームとして機能することが期待され、「司令塔」は

同協議会の検討も踏まえて、科学技術イノベーション政策について企画立案す

べきである。 

 

⑧安定的で継続的なグランドデザインの提示 

「司令塔」が企画・立案した政策を各府省が実施する場合、従来の科学技術

政策以上に政策の継続性を担保することにより、特に若手研究者など今後の科

学技術イノベーション活動を担う人材からの政策への信頼感を向上させるこ

とが必要であり、長期的視点に立った政策の企画立案を基本とすべきである。 

但し、一方で、科学技術イノベーション政策では、検証可能な明確な成果指

標に基づく厳格な評価が求められることから、不断の見直しが必要であること

に留意すべきである。 

 

⑨各府省に対する方針提示の根拠となる調査・分析能力の確保 

各府省に示す方針については、その方針の裏付けとなる情報を示すことが、
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各府省における実施の徹底に不可欠である。そのためには、方針の企画立案に

当たり、「司令塔」は各府省に必要な調査を命ずるとともに自ら情報を収集し、

幅広く社会のニーズを適時的確に把握することが重要である。 

このため、既に各府省に科学技術イノベーションに関する調査研究を実施し

ている機関があることから、政府内における役割分担を整理しつつ、「司令塔」

を支える事務局のシンクタンク機能を強化し、「司令塔」に対して政策判断に

必要な情報を提供できるようにすることが重要である。 

 

（３）予算編成等資源配分における「司令塔」の役割 

    ①科学技術イノベーション関係施策全般について「司令塔」が俯瞰して方針を

示す範囲 

「司令塔」は、科学技術イノベーション戦略に基づいて重点化の方針を示し、

この方針に基づく政府の科学技術イノベーション関係施策全体の内容を把握

し、さらにそれを踏まえて資源配分等の新たな方針等の意見を示すことが必要

である。 

科学技術イノベーション関係施策全体を把握するためには、「司令塔」が各

府省に対して、科学技術イノベーション関係施策に関する情報の提供を求める

べきである。 

なお、施策の内容把握の在り方については、必ずしも個々の施策の詳細につ

いてまで把握するのではなく、個々の施策が構成要素となっている、政策課題

解決のための施策群単位での把握が重要である。 

「司令塔」がその方針を示す範囲については、科学技術イノベーション関係

施策全般とすべきであり、現在、総合科学技術会議が実施している「科学技術

重要施策アクションプラン」や「重点施策パッケージ」等の政策ツールも活用

して予算編成プロセスの更なる改善をすることが必要である。 

また、「司令塔」が資源配分等の方針を示す対象として、研究開発法人を含

めるべきである。 

国立大学法人及び大学共同利用機関法人についても、国費によって主な活動

が実施されていることから、大学の研究の特性に留意しながら、「司令塔」が

示す資源配分等の方針の対象とすべきである。 

     

②「メリハリの利いた施策の実現」と「大枠としての科学技術関係予算の確保」

の考え方 

メリハリの利いた科学技術イノベーション関係施策の実現には、府省の縦

割りを超えて施策全体の資源配分方針を示すことが必要である。そのために

は、各府省・研究開発法人の研究開発に従事している者と「司令塔」との間

の双方向のコミュニケーションを確立し、これに基づき、「司令塔」が政府

として重要な課題を設定することが必要である。また、司令塔とこれらの研
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究開発の従事者とのコミュニケーションは概算要求前に限らず、常時行うこ

とが重要である。 

大枠としての科学技術イノベーション関係予算の確保をするため、「司令

塔」は、予算編成作業の各段階において、国家戦略を担当する組織（国家戦

略会議）と連携して、国家戦略としての科学技術イノベーション予算への適

切な予算配分のための方針を示し、各省間の調整を行い、その方針に沿った

予算配分の実現に取り組むべきである。 

その一方で、「司令塔」は、科学技術イノベーション施策について、資源

配分の方針等に基づき、相対評価等による厳格な優先順位付け、検証可能な

成果目標の設定とそれに基づく評価の実施などを通じ、質が高く「メリハリ

の利いた施策を実現」し、イノベーションの成果を示すことによって納税者

である国民の科学技術予算に対する信頼感を得ることが必要である。 

 

   ③「司令塔」に必要な予算 

     「司令塔」は、科学技術イノベーション関係施策全体を俯瞰して、そのマ

ネージメントのために自らの方針を徹底できることを可能にすることが求

められる。従って、「司令塔」は、各府省に対して予算配分等の方針を示し、

また、厳格な優先順位づけ等を実施することとし、個別プロジェクトの実施

に係る予算をもたず、それら実際の施策の実施は各府省に任せるべきである。 

但し、スクラップアンドビルドにより、「司令塔」の調査分析機能を向上

させるために要する費用自体は確保することが望ましい。 

      

（４）「司令塔」の行政組織としての位置付け 

   上記の検討を踏まえた場合、「司令塔」の国家行政組織上の位置付けとしては、

科学技術イノベーション政策に関する調査審議にとどまらず、その結果に基づき

各府省に対し施策の実施の推進及び総合調整を行う本部組織とすることが考え

られる。この場合、内閣総理大臣が本部長、科学技術イノベーション政策を担当

する大臣が副本部長としてこの組織に参加することが考えられる。 

また、科学技術イノベーション政策は長期的に安定した取組が必要であるため、

「司令塔」は、国政上重要な具体的事項に関する企画立案及び総合調整を行う内

閣府に設置することが考えられる。 

政府においては、上記を参考とし、科学技術イノベーション政策の実現にもっ

とも相応しい組織を検討すべきである。 
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５．科学技術イノベーション顧問（仮称）の具体像 

（１）科学技術イノベーション顧問（仮称）の政府部内における位置づけ 

①政府部内における役割（既存の体制との関係） 

科学者の助言や緊急時の対応について、各府省の審議会、政府への助言機能

を果たしている独立行政法人、各種危機管理体制など様々な既存の体制がある

中で、科学技術イノベーション顧問（仮称）の設置を検討する意義としては以

下の点が挙げられる。 

 

○行政のミッションから独立した立場での適時的確な助言 

・現在の各府省の審議会や政府への助言機能を果たしている独立行政法人は、

各行政分野のミッションの実現に向け、当該行政を担う府省のニーズを踏

まえた助言を行っている。これを補完して、各行政分野で科学的知見が有

効に活用されるように、施策の立案や執行、評価反映の各段階で当該行政

のミッションから独立の立場で主務大臣、各府省及び各府省所管の研究機

関に対して適時的確な助言を行うとともに、政府における科学的知見の活

用に関し、適切な科学技術データが活用されていることを担保することが

可能となること 

 

   ○緊急時における一元的情報提供 

・緊急事態発生時に、錯綜する情報を集約・整理して、一元的に内閣総理大

臣及び関係各大臣に情報を提供して、既存の危機管理体制がより一層有効

に機能するようにするとともに、国民に対しても緊急事態の現状及びその

対策について一元的に情報を提供することが可能となること 

 

   ○科学的助言への専念による中立性の確保 

・予算編成作業に関わらないことで、各府省の行政ミッションとは独立した

立場で、科学技術イノベーション推進のために専門的知見に基づく助言を

行うことへの専念が可能となるため、関係者がより容易に助言を受け入れ

ることが可能となること 

  

   ②内閣総理大臣及び科学技術イノベーション政策担当大臣に対する科学技術

イノベーション顧問（仮称）の必要性 

内閣総理大臣及び科学技術イノベーション政策担当大臣は、我が国の科学技

術イノベーション政策全体を俯瞰する立場にあり、科学技術イノベーションに

関する専門的知見に基づいて、あらゆる行政分野の科学技術イノベーション関

連施策について各府省を調整し、各施策の推進を図る必要がある。しかし、両

大臣が科学技術の最新の内容を常時把握することは難しく、また科学技術によ

るイノベーションの創出につなげる方策は複雑かつ多様であることから、各府
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省に対して的確な調整を行い、科学技術イノベーション政策を各府省が着実に

実施するためには、両大臣に対する科学技術イノベーション顧問（仮称）の設

置が必要である。 

内閣総理大臣及び科学技術イノベーション政策を担当する大臣に対して科

学的助言を行う科学技術イノベーション顧問（仮称）は、内閣総理大臣が任命

することを検討すべきである。 

内閣総理大臣及び科学技術イノベーション政策を担当する大臣に対する科

学技術イノベーション顧問（仮称）については、科学技術イノベーション政策

の対象範囲が広範であることを考慮し、科学技術イノベーション顧問（仮称）

を複数名置くことも考えられる。この場合、人数については、科学技術イノベ

ーション顧問（仮称）となる者の専門的知見の分野についてバランスに配慮し

つつ検討することが重要である。 

なお、この科学技術イノベーション顧問（仮称）については、「司令塔」に

参加する有識者数全体の検討も踏まえつつ、時の内閣総理大臣の判断により、

有識者として「司令塔」の審議に参加することも認められるべきである。 

 

   ③首席科学技術イノーベション顧問（仮称） 

後述の各省に科学技術イノベーション顧問（仮称）を設置する場合も含め、

科学技術イノベーション顧問（仮称）が複数設置される場合には、英国のよう

に、内閣総理大臣及び科学技術イノベーション政策を担当する大臣に助言を行

う者のうち１名を首席科学技術イノベーション顧問（仮称）とし、責任の所在

を明確にする必要がある。 

 

④各省における科学技術イノベーション顧問（仮称）の設置 

科学技術イノベーション顧問（仮称）は、前述のように、各行政分野で科学

技術イノベーションに関する知見が有効に活用されるように、当該行政のミッ

ションから独立した立場で主務大臣、各省及び各省所管の研究機関に対して科

学的助言や科学的知見の適切な活用の担保を行うことが重要である。 

このため、科学技術イノベーションと関係の深い各省の各大臣に対しても科

学的助言が行われるようにすべきであり、科学技術イノベーションと関係の深

い省に、科学技術イノベーション顧問（仮称）を設置することについて、審議

会等の既存組織との関係や科学技術イノベーション顧問（仮称）が同顧問が設

置される省との間でどのようにして中立性を維持できるかという点も踏まえ

て検討すべきである。 

 

   ⑤科学技術イノベーション顧問会議（仮称） 

科学技術イノベーション顧問（仮称）が複数設置される場合には、これらの

顧問から構成される科学技術イノベーション顧問会議（仮称）の設置を検討す
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べきである。同会議においては、各顧問が最新の科学技術イノベーションに関

する情報や各省における科学技術イノベーション政策に関する取組について

意見交換を行うことにより、政府部内において整合性のとれた科学的助言を担

保するとともに、各顧問（仮称）が科学技術イノベーションに関する助言の観

点から各府省を横断的に俯瞰することを検討すべきである。 

 

⑥対外的な役割 

科学技術イノベーション顧問(仮称)は、科学技術イノベーション関係者（学

界及び産業界等）の情報に基づく助言を各大臣に行うと同時に、各府省におけ

る科学技術イノベーション政策に関する情報を科学技術イノベーション関係

者に伝達することにより、科学技術イノベーション関係者と政府との間をつな

ぐ役割を担う存在とすべきである。 

また、国民の関心が高い科学技術イノベーション行政に関する情報を国民に

適切に周知する役割を担うべきである。但し、科学技術イノベーション行政に

関するスポークスマンとしては、科学技術イノベーション顧問（仮称）と国民

からの負託を受けている科学技術イノベーション政策を担当する大臣等の政

務三役との間で適切に役割分担することが望まれる。 

さらに、首席科学技術イノベーション顧問（仮称）については、米国の科学

技術担当大統領補佐官や英国の首席科学技術顧問と定期的に会合を持つこと

により、科学技術外交面で我が国が世界をリードしていくことも期待される。

なお、欧州委員会においても、欧州委員会委員長に対する科学技術顧問を設置

することが検討されているという情報もあり、この場合には、日米英欧の科学

技術に関する顧問による協力体制の構築も期待される。     

  

（２）科学技術イノベーション顧問（仮称）の事務 

    ①内閣総理大臣等科学技術イノベーション関係大臣への科学的助言 

５（１）において指摘した通り、科学技術イノベーション顧問(仮称)は、政

府の科学技術イノベーション関係施策の実施にあたり、内閣総理大臣、科学技

術イノベーション政策を担当する大臣及び科学技術イノベーション政策に関

係する各大臣に対し、科学技術に関する知見の活用が適切に行われるよう、科

学技術に関する助言、情報の提供等を実施する。 

但し、緊急時の助言は、様々な情報の集約・整理とその整理に基づく適時的

確な情報の提供が重要であるとともに、他の法令の規定に基づく緊急時の対応

と調和が保たれるようにすることが重要である。 

なお、科学技術イノベーション顧問（仮称）の科学的助言は、各省の所掌す

る行政事務のうち科学技術イノベーションに関するものについて、その行政が

科学技術イノベーションに関する専門的知見を的確に活用しているかという

観点から行うものであり、助言を受けた者は、その助言に対する具体的な対応
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について対外的に説明すべきある。助言への対応については、後述するように、

具体的なルールを作ることが必要である。 

 

②適切な情報発信 

科学技術イノベーション顧問（仮称）は、国民の関心が高い科学技術イノベ

ーション行政に関する情報を国民に適切に周知する事務を担うことが重要で

ある。 

 

③関係行政機関への協力要請 

科学技術イノベーション顧問（仮称）の助言の質を高めるため、関係する審

議会その他の関係行政機関の長及び科学技術イノベーションに関し識見を有

する者から必要な協力を得ることが重要であり、そのための仕組みを構築すべ

きである。 

 

（３）科学技術イノベーション顧問（仮称）のサポート体制、人選その他 

  ①科学アカデミー及び産業界との関係 

科学技術イノベーション顧問（仮称）は、実効性のある質の高い助言を行う

ために、自らを支える事務局機能を持つとともに、日本学術会議を中心とした

科学アカデミーからの専門的知見に関する情報提供や産業界からのイノベー

ションを中心とした情報提供を定期的に受ける仕組を構築することが必要で

ある。 

 

②科学技術イノベーション顧問（仮称）の人選等 

科学技術イノベーション顧問（仮称）は、自らの専門以外の専門的知見につ

いて、当該専門家からの助言を予断なく受け入れ、科学技術全体、さらにはイ

ノベーションに関する取組状況を俯瞰し、自らと関係の深い組織との利害関係

にとらわれることなく、中立・公平な立場で、自らの責任で最適と考える助言

を行うことができる人物を学界、産業界及び社会の各セクターから選定すべき

である。科学技術イノベーション顧問（仮称）は、内閣総理大臣、科学技術イ

ノベーション政策を担当する大臣又は関係大臣との間の信頼関係を構築でき

ることが重要であるとともに、科学者をはじめ科学技術イノベーション政策に

関係する者からも信頼される者であることが必要である。 

科学技術イノベーション顧問（仮称）は、内閣総理大臣や各大臣に助言する

立場にあることから、自らの助言の中立性・信頼性を高めるため、自らが属し

ていた集団あるいは属している集団との利害関係にとらわれないことを担保

する措置を講じることにより、その助言が利益相反とならないようにすべきで

ある。 

このため、首席科学技術イノベーション顧問（仮称）については、常勤を原
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則とすべきである。首席以外の科学技術イノベーション顧問（仮称）は、科学

技術に関する有識者の中から幅広く優秀な人材を確保するため、危機管理時の

対応などその責任を明確にした上で、必ずしも常勤としなくても良いこととす

べきである。また、常勤の場合でも、範囲を明確に限定した上で他の職務との

兼務を認めることも検討すべきである。 

科学技術イノベーション顧問（仮称）の任期については、任命する内閣総理

大臣の判断も踏まえる必要があるが、一定程度の長期にわたって継続的に助言

を行う観点から任期を検討すべきである。 

 

（４）「政策形成段階における科学的助言」と「政策執行段階における科学的助言」 

      ①機能の違い 

   科学技術イノベーション政策に対する科学的助言に関しては、「司令塔」内

で実施される「政策形成段階における科学的助言」と科学技術イノベーション

顧問（仮称）が行う「政策執行段階における科学的助言」とに大別される。  

前者が政策決定への助言の中で資源の配分に関する助言を行うのに対し、 

後者は、専門的な知見に基づく、資源配分等からは中立な立場からの助言であ

り、両者の機能の違いについては留意する必要がある。 

  

      ②「司令塔」と科学技術イノベーション顧問（仮称）の連携 

    上述のように「政策形成段階における科学的助言」と「政策執行段階におけ

る科学的助言」の機能の違いに留意する必要があるが、首席科学技術イノベー

ション顧問（仮称）が、学界や産業界の有識者と同じ立場で「司令塔」に加わ

り、「司令塔」内の科学技術イノベーション政策の企画立案の際の政策形成段

階における科学的助言に参画することが想定される。 

    この場合、科学的助言を実施する首席科学技術イノベーション顧問（仮称）

に対する科学技術イノベーション政策の多様な関係者の信頼感の確保する観

点からは、首席科学技術イノベーション顧問（仮称）は、「司令部」において

政策形成段階における科学的助言を行う役割と内閣総理大臣及び科学技術イ

ノベーション政策を担当する大臣に政策執行段階における科学的助言を行う

役割の違いを十分に自覚するものとする。 

このため、首席科学技術イノベーション顧問（仮称）が内閣総理大臣に対す

る「政策執行段階における科学的助言」を実施する際、その助言の内容が「政

策形成段階における科学的助言」にまで及び懸念がある事項については、同顧

問は、内閣総理大臣に対し、その事項は「司令塔」において検討することを要

請することが求められる。 

    なお、首席科学技術イノベーション顧問（仮称）が「司令塔」の有識者とし

て加わるかどうかは、その時々の内閣総理大臣が判断すべきである。 
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③科学的助言と政治的意思決定の関係 

国民の科学技術行政に対する信頼性を高める観点から、英国等の例を参考に

「司令塔」における政策形成段階における有識者の助言及び科学技術イノベー

ション顧問（仮称）の政策執行段階における科学的助言と政治的な意思決定の

関係を規定するルール作りを行うことが必要である。 
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６．新しい科学技術イノベーション政策推進組織（「司令塔」及び科学技術イノベー

ション顧問（仮称））を支える体制 

 

（１）科学技術イノベーション政策関係者による支援 

 「司令塔」及び科学技術イノベーション顧問（仮称）が的確な判断を下すこと

を可能とするためには、学界、産業界及びその他の社会セクターからの情報提供

が不可欠である。 

このため、日本学術会議法で「わが国の科学者の内外に対する代表機関」とし

て位置付けられている日本学術会議はもとより、日本経団連、その他の各団体等

から「司令塔」及び科学技術イノベーション顧問（仮称）に対し、各府省から中

立な立場で専門的な知見が提供される仕組を構築することが必要である。 

具体的には、「司令塔」及び科学技術イノベーション顧問（仮称）と日本学術

会議、日本経団連、その他の科学技術イノベーション政策の関係者が定期的に意

見交換を行う等により、「司令塔」及び科学技術イノベーション顧問（仮称）と

のコミュニケーションを十分に確保すべきである。 

この場合、Ｐ13 で述べた「科学技術イノベーション戦略協議会」の活用も検討

すべきである。 

また、日本学術会議については、政府からの諮問に応える役割を有しているこ

とから、「司令塔」及び科学技術イノベーション顧問（仮称）に対し必要な情報

提供等の支援を行うための科学的助言機能を充実させることも求められる。 

   なお、「司令塔」の透明性、公正さを維持する観点から、日本学術会議、日本

経団連、その他の各団体等から提供された専門的な知見については、社会に広く

公表することを原則とすべきである。 

 

（２）「司令塔」及び科学技術イノベーション顧問（仮称）を支える事務局の在り方 

①共通事務局 

「司令塔」及び科学技術イノベーション顧問（仮称）は利益相反となること

は想定しにくいこと及び人材の効率的な活用の観点から、両者を支える事務局

は同一であっても差支えないと考えられる。 

 

   ②事務局の陣容 

事務局については、科学技術イノベーションに関係する多様な関係者から構

成されるべきであり、組織の肥大化を招かないよう留意しつつ、期待される機

能が発揮されるような体制整備を図る一方法として、科学技術イノベーション

を理解している行政官の他、若手研究者をキャリアパスの一環として登用する

ことを検討すべきである。特に科学技術イノベーション政策に関する調査分析

は恒常的に実施する必要があることから、専門的知見を有する研究者の登用が

重要である。 
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また、調査分析を行う人材（シンクタンク的人材）と並んで関係府省間を連

携させる仲介の役割も担う人材（政策起業家的人材）を事務局において登用す

ることで、この種の人材のキャリアパスの構築も検討するべきである。 

このような若手研究者のキャリアパスの構築が、人材の育成・確保につなが

るという観点からも重要である。但し、具体的な登用に当たっては、研究者が

年間を通じて行う事務は具体的にどの程度あるのか、行政官と比べた場合の優

位性について整理することが必要である。 

国民の「司令塔」の事務局に対する信頼感の醸成のためには、事務局に在籍

する行政官のキャリアパスの在り方（出向元との関係、科学技術イノベーショ

ンを専門とする人材の育成、大学及び産業界からの登用等）についても明確な

ルールを整理することが必要である。 

なお、事務局に在籍する行政官の在任期間の長期化を図るべきである。 

 

   ③事務局のシンクタンク機能の在り方 

    科学技術イノベーション政策の企画立案においては、各界各層の多様な科学

技術関係者（基礎研究からイノベーションまで）の動向や社会からの科学技術

への社会的期待や科学技術の社会的影響を把握することが重要であり、このた

めには事務局のシンクタンク機能を充実させることが必要である。 

効果的な調査分析機能強化の観点から、事務局は既存の科学技術に関する

様々なシンクタンク（公的研究機関、大学等）との連携を現状以上に強化すべ

きである。 

その際、各シンクタンクの調査分析に関する的確な指示、調査分析結果の検

討を事務局において行うことが重要である。このため、事務局に行政府あるい

は研究開発法人に属するシンクタンク機能を持つ既存の組織との人事交流に

より、他の事務局部門から独立した、自主性をもった「調査分析部門」を設置

し、科学技術イノベーションに関するシンクタンクとのネットワークの中核と

することを検討すべきである。 

  



24 

【新しい科学技術イノベーション戦略推進体制（案）（イメージ図）】 
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７．タイムスケジュール 

上記のように、本研究会では科学技術イノベーション政策推進体制の在り方につ

いて検討した。 

  政府においては、この検討結果の実現に向けた対応が望まれるが、 

○科学技術イノベーション政策の推進体制の強化の基盤となるもので、実施すべき

ことが明確であることから、その実施に向けた作業の着手に向け早急に対応すべ

き事項、 

○早急に対応すべき事項の実現を前提とした検討が必要なことや具体的な対応の

内容の検討が必要なことから、この検討結果の実現に一定程度の時間を要する事

項 

に分類して対応していくべきである。 

  このため、以下に早急に対応すべき事項と対応に検討を要する事項とに分類を行

った。 

 

（１）早急に対応すべき事項 

   ①科学技術イノベーション政策推進の「司令塔」の設置 

   ②文部科学省の科学技術に関する府省横断的事務の移管の検討 

      ③科学技術イノベーション顧問（仮称）の設置 

   ④「司令塔」・科学技術イノベーション顧問（仮称）と日本学術会議及び産業界

との連携強化 

   ⑤「司令塔」・科学技術イノベーション顧問（仮称）と国民・現場の研究従事者

（科学者、研究者等）とのコミュニケーションの強化 

  なお、④及び⑤については「司令塔」等が設置されるまでは総合科学技術会議で

対応すべきである。 

 

（２）対応に検討を要する事項 

①「司令塔」の構成員の具体的人選 

②科学技術イノベーション顧問（仮称）の人選方法、具体的人選 

   ③「司令塔」・科学技術イノベーション顧問（仮称）を支える事務局の調査分析

機能の強化の具体的方策 

・同事務局への若手研究者（調査分析及び関係府省間の連携仲介のための人材）

登用の具体的方策 

・事務局に在籍する行政官のキャリアパスの在り方に関する明確なルールの整

理 

④イノベーション政策の観点からの「司令塔」、IT 戦略本部及び知的財産戦略本

部の関係整理  
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８．運用で対応可能な事項と制度改正が必要な事項 

以上のように検討してきた事項については、現行制度の中で、運用で対応できる

ものと、運用では対応できず、現行制度の改正が必要なものとに分類できる。これ

については、今後更なる検討が必要であるが、参考として以下の分類を実施した。 

また、運用で対応すると分類しているものについても、今後の更なる検討を通じ

て必要に応じ、制度改正により、より一層の政策の推進を検討すべきである。 

 

（１）運用で対応 

運用で対応できると考えられるものは以下の通りである。７．において早急に対

応すべきとした事項については、現行体制においても、既存の資源を有効に活用し

て、具体的な対応に向けた検討を進め、実現をしていくべきである。 

 ①「司令塔」 

○国家戦略を担当する組織（国家戦略会議）との連携 

・国家戦略としての科学技術イノベーションの推進のための政策を企画・立案し、

必要に応じ国家戦略会議へ提言・報告 

   ○双方向のコミュニケーション強化 

   ・国民とのコミュニケーション 

・国立大学法人、産業界とのコミュニケーション 

   ・研究現場の研究従事者（科学者、研究者等）とのコミュニケーション 

  ○ＰＤＣＡサイクルの確立に向けた取組 

・科学技術イノベーション政策に関して示した方針の各省における具体的な取組   

 を次年度の資源配分へ反映 

○関係行政機関との連携 

  ・科学技術イノベーション政策推進に向け、政府内における会議の共催等によっ

て、宇宙、海洋、原子力、ＩＴ、知財等関連行政分野との連携の緊密化 

  ・イノベーション関連施策に関する関係行政機関との連携の実現 

○予算編成等資源配分における役割の強化 

・科学技術関係予算全般について把握し、全般に対して「司令塔」としての考え

を提示 

  ・検証可能な成果目標の設定、相対評価等による優先順位付け（個々の詳細な施

策ではなく、政策課題解決の観点からの施策単位）等を通じたメリハリの利い

た施策の実現とそれを前提としての大枠としての科学技術関係予算の確保 

 

 ②「司令塔」を支える体制 

  ○日本学術会議の「科学的助言」機能の強化 

○事務局の調査分析機能の強化 

   ・政策統括官（科学技術政策・イノベーション）の調査分析体制の強化 

   ・政府内の科学技術イノベーション関係のシンクタンクとの連携強化 
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（２）現行制度の改正による対応 

   ①新しい「司令塔」の設置 

    総合科学技術会議を改組して、本報告書で示した「司令塔」機能を具備する「科

学技術イノベーション戦略本部」（仮称）を設置する。 

    このとき、独立行政法人全体の改革への取組の内容との整合性を確保しつつ、

研究開発法人との関係についても必要な事項に関しても検討すべきである。 

 

   ②科学技術イノベーション顧問（仮称）の設置 

    本報告書で示した内容を具備する科学技術イノベーション顧問（仮称）を政府

内に設置するに当たっては、運用による対応に加え、必要に応じ、現行制度の

改正による対応を検討すべきである。 
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科学技術イノベーション政策推進のための有識者研究会について 

 

 
 平成 ２ ３ 年 １０ 月 ２８ 日 
内閣府特命担当大臣（科学技術政策）決定  

 

１．目的 

   新成長戦略（平成 22 年６月 18 日閣議決定）等において、「科学技術イノベーショ 

   ン戦略本部（仮称）」の設置による科学技術とイノベーションを一体的に推進する体 

   制の 整備が示されたことに基づき、内閣府特命担当大臣（科学技術政策）の下に、 

   各界の有識者で構成される「科学技術イノベーション政策推進のための有識者研究会」 

  （以下「研究会」という。）を開催し、国家戦略として科学技術イノベーション政策を 

   推進する体制案について検討することとする。 

 

２．審議事項 

審議事項は、次のとおりとする。 

（１）科学技術とイノベーションを一体的に推進する体制の在り方 

 （２）政府部内における科学的助言体制の在り方 

 （３）その他 

  

３．構成員 

研究会の構成員は、次のとおりとする。ただし、構成員のほか、必要に応じ、外部有識

者の出席を求めることができる。 

安西 祐一郎 日本学術振興会理事長 

大西  隆  日本学術会議会長 

岡本 義朗  三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社主席研究員 

城山 英明  東京大学大学院法学政治学研究科教授、政策ビジョン研究センター長 

中鉢 良治  日本経団連産業技術委員会共同委員長、ソニー副会長  

永井 良三  東京大学大学院医学系研究科教授 

中村 道治  科学技術振興機構理事長 

野間口 有  産業技術総合研究所理事長 

橋本 和仁  東京大学大学院工学系研究科教授 

吉川 弘之  東京大学名誉教授 

 

４．会議の公開 

原則として公開する。 

 

５．研究会の庶務 

研究会の庶務は、政策統括官（科学技術政策・イノベ―ション担当）において処理する。 
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科学技術イノベーション政策推進のための有識者研究会 開催実績 

 

 

 

第１回 平成 23 年 11 月 11 日（金） 10:00～12:00 

   ・科学技術イノベーション政策推進に関するこれまでの検討について 

・外部有識者からのヒアリングについて 

 

 

第２回 平成 23 年 11 月 16 日（水） 16:00～18:00 

   ・外部有識者からのヒアリング及び意見交換 

 

 

第３回 平成 23 年 11 月 29 日（火） 18:00～20:00 

      ・論点整理 

   ・とりまとめに向けた検討 

 

 

第４回 平成 23 年 12 月５日（月）  16:00～18:00 

   ・中間とりまとめ 

 

 

第５回 平成 23 年 12 月 19 日（月） 16:00～18:00 

   ・最終とりまとめ 

 


